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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 82,000株
完全議決権株式であり、権利内容に特に限定のない当
社における標準となる株式
単元株式数　100株

 

(注) １　平成29年５月29日(月)開催の取締役会決議によります。

２　平成29年５月29日(月)開催の取締役会決議に基づき行われる当社普通株式500,000株の一般募集(以下、「一

般募集」という。)及び当社普通株式50,000株の売出し(以下、「引受人の買取引受けによる売出し」とい

う。)に伴い、その需要状況等を勘案し、82,000株を上限として大和証券株式会社が当社株主より借受ける

当社普通株式(以下、「貸借株式」という。)の売出し(以下、「オーバーアロットメントによる売出し」と

いう。)を行う場合があり、本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連して、大和証券株式会社

を割当先として行う第三者割当増資(以下、「本件第三者割当増資」という。)であります。

大和証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロットメントによる売出

しの申込期間(以下、「申込期間」という。)中、当社普通株式について安定操作取引を行う場合があり、当

該安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部を貸借株式の返還に充当する場合があります。

また、大和証券株式会社は、申込期間終了日の翌日から平成29年６月23日(金)までの間(以下、「シンジ

ケートカバー取引期間」という。)、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数を上限として、

株式会社東京証券取引所において当社普通株式の買付け(以下、「シンジケートカバー取引」という。)を行

う場合があり、当該シンジケートカバー取引で買付けられた株式は全て貸借株式の返還に充当されます。な

お、シンジケートカバー取引期間内においても、大和証券株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全

く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しを行った株式数に至らない株式数でシンジケートカ

バー取引を終了させる場合があります。

大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数から上記の安定操作取引及びシ

ンジケートカバー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、本件第三者割当増

資に係る割当に応じる予定であります。

したがって、本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権

により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われな

い場合があります。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 82,000株 133,597,680 66,798,840

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 82,000株 133,597,680 66,798,840
 

(注) １　前記「１　新規発行株式」(注)２に記載のとおり、本募集はオーバーアロットメントによる売出しに関連し

て大和証券株式会社を割当先として行われる第三者割当の方法によります。その概要は以下のとおりであり

ます。

割当予定先の氏名又は名称 大和証券株式会社

割当株数 82,000株

払込金額の総額 133,597,680円

割当てが行われる条件 前記「１　新規発行株式」(注)２に記載のとおり
 

２　前記「１　新規発行株式」(注)２に記載のとおり、発行数が減少する、又は発行そのものが全く行われない

場合があります。

３　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げます。また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額と

します。

４　発行価額の総額、資本組入額の総額及び払込金額の総額は、平成29年５月19日(金)現在の株式会社東京証券

取引所における当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円)
資本組入額
(円)

申込株
数単位

申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

未定
(注)１

未定
(注)１

100株 平成29年６月27日(火) 該当事項なし 平成29年６月28日(水)
 

(注) １　発行価格及び資本組入額については、平成29年６月６日(火)から平成29年６月９日(金)までの間のいずれか

の日に一般募集において決定される発行価額及び資本組入額とそれぞれ同一の金額とします。

２　全株式を大和証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

３　大和証券株式会社から申込みがなかった株式については、割当を受ける権利は消滅します。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ１株につき

発行価格と同一の金額を払込むものとします。

 

(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

竹本容器株式会社　本社事務所 東京都台東区松が谷二丁目21番５号
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社三井住友銀行　　浅草支店 東京都台東区雷門二丁目17番12号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。
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４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

133,597,680 2,000,000 131,597,680
 

(注) １　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額(発行価額の総額)は、平成29年５月19日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額上限131,597,680円については、本件第三者割当増資と同日付をもって取締役会で決議された

一般募集の手取概算額803,620,000円と合わせた手取概算額合計上限935,217,680円について、250,000千円を平成30

年４月末までに本社における建物に係る設備投資資金の一部に、残額を平成30年７月末までに連結子会社である

TAKEMOTO YOHKI INDIA PRIVATE LIMITEDへの投融資資金に充当する予定であります。

TAKEMOTO YOHKI INDIA PRIVATE LIMITEDは、当該投融資資金を工場新設、機械設備及び金型等に係る設備投資資

金の一部に充当する予定であります。

なお、具体的な支払いが発生するまでは、安全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。

また、当社の設備計画の内容については、後記「第三部　追完情報　１　設備計画の変更」に記載のとおりであ

ります。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

該当事項はありません。

 
第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【追完情報】

 

１　設備計画の変更

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第66期事業年度)「第一部　企業情報　第３　設備の状況　

３　設備の新設、除却等の計画　(1) 重要な設備の新設等」は、本有価証券届出書提出日(平成29年５月29日)現在(た

だし、投資予定金額の既支払額については平成29年４月30日現在)、以下のとおりとなっております。

(1) 重要な設備の新設等

①　提出会社

事業所名 所在地 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

本社 東京都台東区
建物

ソフトウエア
等

659,064 51,758

増資資金、
自己資金
及び
借入金

平成28年
10月

平成30年
４月

―

吉川事業所 埼玉県吉川市
機械装置等
(研究開発)

178,400 ― 自己資金
平成29年
１月

平成29年
12月

―

結城事業所 茨城県結城市
機械装置
・金型工具、
器具及び備品

1,021,010 4,400
自己資金
及び
借入金

平成28年
９月

平成29年
12月

機械装置
21台

岡山事業所 岡山県勝田郡 機械装置等 416,700 ― 自己資金
平成29年
２月

平成29年
10月

機械装置
11台

 

 
②　子会社

事業所名 所在地 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

竹本容器(昆山)
有限公司

中国　
江蘇省昆山市

機械装置
・金型

・工場増設等
1,241,500 ―

自己資金
及び
借入金

平成29年
１月

平成30年
４月

機械装置
９台

TAKEMOTO
YOHKI INDIA
PRIVATE
LIMITED

インド　
グジャラート州
アーメダバード

工場新設
・機械設備
・金型等

940,000 ―

当社からの
投融資資金
(注)、
自己資金
及び
借入金

平成29年
１月

平成30年
３月

延べ面積
6,417㎡
機械装置
12台

 

(注)　当社からの投融資資金については、今回の増資資金より投融資を行います。
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２　事業等のリスク及び配当政策について

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第66期事業年度)及び四半期報告書(第67期第１四半期)(以下、

「有価証券報告書等」という。)に記載された「事業等のリスク」及び「配当政策」について、当該有価証券報告書等

の提出日以後、本有価証券届出書提出日(平成29年５月29日)までの間において変更及び追加すべき事項が生じており

ます。以下の内容は当該「事業等のリスク」及び「配当政策」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇

所については、　　　罫で示しております。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は以下「事業等のリスク」

及び「配当政策」に記載した事項を除き本有価証券届出書提出日(平成29年５月29日)現在においてもその判断に変更

はなく、新たに記載する将来に関する事項もありません。

 
［事業等のリスク］

 
当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主

な事項及びその他の投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。これらのリスク発生

の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが，当社の株式に関する投資

判断は、本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えております。

なお、以下に記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、本有価証券届出書提出日(平成29年５月29

日)時点において入手可能な情報に基づき、当社グループが判断したものであります。

(1) スタンダードボトルの競争力低下に関するリスク

当社グループの競争力の源泉であるスタンダードボトルについては、常に顧客のニーズに応えうるべく基礎研究

並びに新たなスタンダードボトルの開発を進めているものの、社会情勢の変化、競合相手によるより魅力的な包装

容器の開発などにより、当社グループが保有するスタンダードボトルの競争力が低下した場合には当社グループ業

績に大きな影響を与える可能性があります。

(2) 工場の集中によるリスク

当社グループ内における包装容器の製造に関しては平成元年６月に茨城県結城市に自社工場を開設して以来、一

貫してこの地で生産活動を行っており、日本国内における当社並びに製品仕入れ先である協力メーカーを含めた生

産体制の中心が関東の北東地域となっています。当社グループでは、生産拠点の集中が生産活動の効率化に寄与し

てきたと考えております。2016年には岡山県勝田郡奈義町に新工場を設置しており、キャップ等の付属品の生産は

北海道の２事業所で行うなど、リスク分散のために日本国内でも生産拠点の分散も実施していますが、今後関東地

方を直撃する自然災害等の外的要因により生産活動の停止を余儀なくされた場合、当社グループの経営成績及び財

政状態に影響を与える可能性があります。

(3) 内製化の進行に係るリスクについて

当社グループでは、結城事業所を開設する以前は容器およびその付属品といった取扱アイテムの全てを協力メー

カーを始めとした他社から仕入れておりましたが、前項で記載した通り結城事業所の開設以来自社生産体制の強化

を行ってきた結果、当連結会計年度においては売上金額の大半は当社グループ内で生産したアイテムとなっており

ます。顧客からの納期と品質に対する要求を充足し、生産ライン全体としてのコスト低減を図るべく、今後も一定

水準まではこの割合を高めていく方針であります。

一方、他社が知的財産権を保有している場合や当社グループの製造ラインでは取り扱えない素材を使用している

場合など特殊な取扱アイテムも存在するため100％の内製化は難しいと考えているほか、当社グループとしては受注

量が短期的に大きく変動した際の調整弁として、今後も協力メーカーからの仕入れを一定割合は継続する方針で

す。

現時点で、当社グループ内で製造できないアイテムについては、代替となる製品の製造について研究開発を行っ

ておりますが、短期的に外部のアイテム供給者との関係が悪化した場合は当社の営業動向に影響を与える可能性が

あります。また、内製化が進行した後に、受注量が当社グループの想定を上回って変動した場合、又は受注量が著

しく減少した場合には、短期的に供給量又は供給能力との不一致が生じる可能性があり、結果として当社グループ

の経営成績に影響を与える可能性があります。
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(4) プラスチック原材料に係るリスク

当社グループの製品である容器の原材料となる合成樹脂は、原油から精製されるナフサを主原料としておりま

す。したがって、原油消費量のほとんどを輸入に依存しているわが国において、原油価格は需給バランスや市況に

より変動するため、プラスチック原材料価格も直接影響を受けます。当社グループではプラスチック原材料価格の

動向についての情報収集を積極的に行い、プラスチック原材料価格の価格上昇が見込まれる場合には仕入先と協議

の上、一定期間の使用量をあらかじめ購入するなどの方策を取っていますが、プラスチック原材料価格が急激に高

騰し、かつ、製品価格への転嫁が遅れる、又はできない場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

与える可能性があります。

(5) 市場環境による影響について

当社グループの販売先は大半が一般企業でありますが、当社グループ製品である包装容器は、最終消費財を構成

するものであり、流行や嗜好の変化等による消費低迷や景況感の悪化や環境意識の高まりなど市場環境の変化を受

けることとなります。特に、化粧・美容関連製品に係わる販売先への売上高が多く、同業界の動向に影響を受ける

ことがあります。

当社グループでは、日本市場及び中国市場に対するマーケティング活動や、当連結会計年度において4,578社の顧

客との取引実績を基に、新たなデザインの設計や機能開発などの製品改良を重ね、ボトル、キャップ、ディスペン

サーにいたるまで当連結会計年度においては195型のスタンダードボトル用金型を開発することで、市場環境の変化

に対応しておりますが、販売先の需要動向の変化等により当社グループへの発注が減少した場合、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(6) 品質不良等に係るリスク

当社グループは、当社独自に総合的な品質管理のための活動としての自社で制定したＴＱＭ(Total Quality

Management)をさらに、食品安全品質マネジメントシステム(ＦＳＳＣ)に発展させ、多様な顧客ニーズへ対応するた

めの品質管理とスリム化、合理化を同時に進める活動を行っています。ＦＳＳＣにおいて社内の品質管理に関する

事項の標準化を進め、恒常的に品質向上に取り組むことで、品質不良に起因するクレーム発生の可能性を低減して

いることに加え、製造物責任賠償に関してはＰＬ保険に加入しております。しかしながら、当社グループの想定を

超えるほどの大規模なクレームや製造物責任につながる事態が発生した場合には、これらのクレームに対する補

償、対策が製造原価の上昇又は当社グループに対する信用の低下を招き、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を与える可能性があります。

(7) 知的財産権に係わるリスク

当社グループは、自社で研究開発された知的財産について特許権等取得に努める一方、他社の保有する知的財産

を侵害しないよう努めております。しかしながら、今後第三者より知的財産権侵害の訴えを受けた場合、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(8) 法的規制について

当社グループの事業は、食品安全基本法、食品衛生法、合成樹脂製の器具又は容器包装の規格基準、「容器包装

に係る分別収集および再商品化の促進等に関する法律(容器包装リサイクル法)」等の様々な法的規制を受けており

ます。これらの法的規制の強化、変更、又は新たな法規制の導入により、それに対応するための費用が発生した場

合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

特に「容器包装に係る分別収集および再商品化の促進等に関する法律(容器包装リサイクル法)」に関して、同法

の目的は、消費者・地方自治体・事業者がそれぞれ役割を分担して容器包装廃棄物の再商品化(リサイクル)を促進

することとされ、家庭ごみ(一般廃棄物)の中で多くの割合を占める容器包装廃棄物(トレー・レジ袋・包装紙等)に

ついてその減量化を図り循環型社会を実現するための法律であります。当社グループは同法の適用を受ける事業者

に該当し、リサイクル義務の対象となるプラスチック容器・ガラス瓶・ペットボトル等の総量の生産量を総額で計

算し、再商品化義務量を算出します。これに財団法人日本容器包装リサイクル協会に委託する単価を乗じて費用を

負担することが義務付けられております。当社グループはこれらの法規制の対象となり、毎年度再商品化実施委託

料を負担していますが、本規制が変更となり再商品化実施義務負担が重課された場合には、当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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(9) 環境規制による影響について

当社グループは、国内の各生産工場において環境関連法令に基づき、環境汚染防止に努めておりますが、関連法

令の改正によっては、当社グループにおいて新たな環境対策費用、設備投資等の負担が発生し、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(10) 海外での事業活動に潜在するリスク

当社グループの今後の事業拡大においては、成熟した国内市場や欧米市場での顧客への営業力を強化するほか、

経済発展途上であり、今後とも内容物の商品の価値や個性を強める容器に対する需要が増大すると見込まれる中国

並びにアジア地域への事業地域の拡大が必要であると考えており、平成28年度にタイ並びにインドに子会社を設立

するなどアジア地域におけるマーケティング活動を強化しております。

当社グループにおける中国・アジアを中心とした海外での事業活動は、一般的に、予期しない法律や規則の変

更、伝染病被害の拡大による混乱やその他の要因による社会的又は政治的混乱、さらには日本との政治的関係の変

化等によるカントリーリスクが存在します。特に中国においては、労働者不足、労働者賃金の上昇が顕著となって

おり、また労使関係に問題が生じた場合は訴訟等が提訴されるリスクが存在します。当社グループの進出先地域で

は地元政府自治体との連携を密にし、また現地従業員の活用を図るなど進出地域との融和を進めることによるリス

クコントロールを図っておりますが、海外地域における独自の事情により、当社グループの事業活動に支障をきた

し、経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(11) 為替相場の変動について

当社グループは、海外においても事業活動を行っております。実取引においては取引見込み金額の範囲内で為替

予約を行うなど為替変動への対処は行っているものの、特に連結会計年度内における外国為替レートの大きな変動

は、 外貨建てで取引されている売上高、仕入高並びに海外資産及び負債の評価額の換算結果に影響し、円建てで表

示している当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(12) 金利変動に係るリスク

当社グループは、これまで事業拡大の必要資金を金融機関からの借り入れを主として調達しており、借入金総額

は総資産額に対して24.4％(平成29年３月末時点)であります。借入の大半は固定金利による長期借入金で調達して

おり、将来の金利上昇による経営成績の悪化及び流動性に対する対応策をとっておりますが、急速かつ大幅な金利

変動があれば、支払利息の増加等により当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(13) 与信リスクについて

当社グループは、取引先について社内規程による与信管理体制を整え健全な取引先の構築に注意を払っておりま

す。しかし、かかる努力にもかかわらず、今後の社会情勢、景気の動向及び企業収益の状況の変化等により、売上

代金の回収率が悪化した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(14) 人材獲得と人材育成に関するリスク

当社グループは、継続的に事業を発展させるために、短時間労働者を含めた人材の獲得及び育成が重要な課題と

なります。当社グループでは、中途社員の採用や、海外において現地スタッフの人材育成を行うなど、人材の確

保、育成に注力しておりますが、国内の労働人口の減少等や中国における雇用環境の変化により、人材獲得や育成

が計画通りに進まなかった場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

また、当社グループにおいては多くの短時間労働者を雇用しておりますが、今後社会保険、労働条件などに係る

諸制度に変更がある場合は、人件費の増加となり、当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

(15) 情報システムのトラブルについて

当社グループは、業務の効率的な処理を目的として多数のコンピューター機器を利用しており、業務に関わる

データのバックアップ体制を堅持するために、ネットワークを利用したサーバーでの保管、補助記憶装置への定期

的な保存、主要機器への無停電装置の取付け等により、データ保存機能を充実させるとともに、セキュリティーの

高度化や情報システムのデータ保守・管理に万全を尽くしております。

しかし、ソフトウエア及びハードウェアの不具合によるデータ破壊、コンピューター・ウィルスによる情報シス

テムの停止、大規模な災害・停電又は回線の障害等による影響等、完全に予防又は軽減できる保証はありません。

サーバーを設置している事業拠点間でのバックアップ等、当社グループ内での一般的なリスク分散は実施してい

るものの、万一これらの事故が発生した場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があ

ります。
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(16) 新規顧客開拓について

当社グループにおける新規顧客の開拓活動は、各地域で開催される展示会等への出展による接触、既存顧客から

の紹介、国内各営業拠点への来店が主な手段となっています。また、これまでアプローチが難しい地域の顧客に対

して当社グループの少量多品種の包装容器について体感してもらえるよう、製品のカスタマイズシミュレーション

機能を当社グループのホームページに追加し、インターネット上で顧客が独自で容器と付属品の組み合わせ、着色

などを行うサービスを提供しています。インターネット環境を活用することで、これまでは接触が難しかった顧客

層へのアプローチも可能となるため、国内海外を問わず営業力の強化につながるものと考えています。

しかしながら、従来の新規顧客開拓活動並びにインターネットを活用したカスタマイズシミュレーション機能に

関しても基本的に顧客側からの接触行動が必要であり、当社グループのサービス内容が的確に理解されないなどの

理由により、新規顧客開拓活動が停滞した場合、当社グループの事業計画の達成に影響を与える可能性がありま

す。

(17) 原材料の仕入れについて

当社グループが使用するプラスチック原材料について、日本国内において食品用器具・容器包装に使用できる原

材料はポリオフィレン等衛生協議会の自主基準において定められており、同種類の規制が米国ではFDA(米国食品医

療品局)、EU域内ではREACH(欧州化学品規制)により規定されております。また、その他の地域でも使用可能又は使

用不可とする物質についての規制が存在し、その内容は都度更新されています。

当社グループでは当社グループにおける活動地域の規制内容について把握すると共に、原材料の仕入れに関して

はこれらの規制に適合した材質であることに留意しておりますが、これら規制の変更により、一時的にでも当社グ

ループの事業活動に必要な原材料の仕入れが困難となった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。

(18) 取引基本契約書締結の網羅性について

当社は、販売取引を行うにあたっての支払日、支払方法、納品場所等の基本的な事項については、取引確認書や

個別の注文書等で明確化しており、当社において特に必要と認める場合や販売先からの求めがある場合等を除き、

必ずしも取引基本契約を取り交わしておりません。

当社としましては取引を開始するのに際し合意すべき事項については取引確認書等において明確にしており、通

常取引において支障は生じておりませんが、当社と取引先との間の取引において取引確認書等において明確となっ

ていない事象が発生した場合には、当該取引先との関係が悪化し又は係争が発生する可能性があります。当社とし

ましては、かかる事態とならないよう留意する方針でありますが、結果的に当社グループの経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

［配当政策］

　

当社は、剰余金の処分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつ

つ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

剰余金の配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当については取締役会であります。

平成28年12月期の配当につきましては、上記方針に基づいて１株当たり年間30円(うち、中間配当14円)の配当を

実施いたしました。この結果、配当総額170,464千円、平成28年12月期の連結ベースの配当性向は20.4％となりまし

た。また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、経営基盤を強化し、市場

ニーズに応える新製品開発、生産体制の構築、さらには、グローバルな生産、販売体制の確立に向け有効投資して

まいりたいと考えております。

なお、当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことができ、取締役会の決議によって、毎年６

月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

(注)　基準日が第66期事業年度に属する剰余金の配当は、以下の通りであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たりの配当額
(円)

平成28年８月10日
取締役会決議

79,550 14.00

平成29年３月28日
定時株主総会決議

90,914 16.00
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３　臨時報告書の提出

当社は、後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書(第66期事業年度)の提出日(平成29年３月29日)以後、

本有価証券届出書提出日(平成29年５月29日)までの間において、平成29年３月29日に臨時報告書を関東財務局長に提

出しております。

その報告内容は以下のとおりであります。

　

１　提出理由

当社は、平成29年３月28日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、臨時報告書を提出する

ものであります。

　

２　報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

平成29年３月28日

　

(2) 決議事項の内容

第１号議案　剰余金の処分の件

イ　株主に対する剰余金の配当に関する事項及びその総額

１株につき金16円 総額90,914,560円

ロ　効力発生日

平成29年３月29日

　

第２号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

取締役(監査等委員である取締役を除く。)として、竹本笑子、深澤隆弘、竹本えつこ、戸田琢哉

の４氏を選任する。

　

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
剰余金の処分の件

45,410 251 0 (注)１ 可決 (98.32％)

第２号議案
取締役(監査等委員である
取締役を除く。)４名選任
の件

      

竹本 笑子 45,623 42 0  可決 (98.79％)

深澤 隆弘 45,624 41 0 (注)２ 可決 (98.79％)

竹本 えつこ 45,622 43 0  可決 (98.78％)

戸田 琢哉 45,623 42 0  可決 (98.79％)
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の

議決権の過半数の賛成による。

 
(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことに

より、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確

認ができていない議決権数は加算しておりません。　
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第66期)

自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日

平成29年３月29日
関東財務局長に提出

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第66期)

自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日

平成29年５月29日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第67期第１四半期)
自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日

平成29年５月12日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して

提出したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライ

ン)Ａ４－１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。
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第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成29年３月28日

竹本容器株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　﨑　　博　　行　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　廿 　楽　 真　 明　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる竹本容器株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、竹

本容器株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、竹本容器株式会社の平成28年

12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
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内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、竹本容器株式会社が平成28年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成29年３月28日

竹本容器株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　﨑　　博　　行　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　廿 　楽　 真　 明　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる竹本容器株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの第66期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、竹本容

器株式会社の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成29年５月12日

竹本容器株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　廿　　楽　　真　　明　　㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　佐 々 木　　　 斉 　　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている竹本容器株式会

社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、竹本容器株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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